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はじめに
1980年代に英国から始まったNPM(新公共経営:New Public Management) 
は、政策の執行機能を民間組織など外部の主体に委任する代理人制、いわゆる
プリンシパル，エイジェンシー制の活用を拡大したが、日本の地方行政では
2004年の地方自治法一部改正によって導入された指定管理者制度がこのような
民間への委任を一気に拡大した。
自治体の公共経営において、民間サービス主体の活用自体は今後もますます
重要となると考えられるが、 NPMの論理や手法の大半は、発祥の地の英国で
もさまざまな修正が試みられ、 NPMという言葉自体も過去のものとなってい
るοNPMの米国版とも言えるオズボーン・ゲ←ブラーによる「行政草命j白
(Reinventing Government) 1)の教えも批判を受け、行政改草のバイブルとされ
ていた地位にはない。しかし日本の地方自治体関係者の問ではいまだにINPM
的J行政改革を信奉する傾向が強く見られている。特に公共調達において短期
契約・協定、一般競争入札による高度な競争性と目先の調連価値確保が追求さ
れ、その弊害が広がっている。
1) D. オズボーン、 T.ケープラー『行政革命』高地高司訳、日本能率協会マネジメントセ
ンター1995年
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この根強いNPM的行政改革信奉によって最も危険にさらされているのは、
地域社会の課題解決能力の基盤となる社会関係資本(ソーシャル・キャピタル)
の弱体化である。英国ではパートナーシップの推進が最も重要な政策テーマと
なり、近年ではコープロダクションが重視されているが、これらの政策が実現
しようとしていることが杜会関係資本の強化であることを考えると、現在日本
の自治体行政の中で進められている行政改草は、修正された英国の地域行政の
方向とは反対方向へ進んでいるように思われる。本稿では、指定管理者制度の
運用を中心に、日本の自治体経営における公共調達の現状と課題について論じ、
今後の公共調達改革の方向について考察する。
1.地方における NPM信奉の弊害
ト1.指定管理者制度運用における"常識"
実証的な調査結果に基づくものではないが、公共調達に関わる自治体職員の
聞で以下のような"常識"が共有されていることは、地方行政関係者の大多数が
認めるのではないだろか。特に、指定管理者の選定・委託事務に関わる職員に
とって、これらが重視すべき主な事項であることは当然と思われているはずで
ある。それは常識と言うよりも規範と表現するほうが当たっていると思われる
ような、調達担当者連が遵守すべきルールになっている。
(1) 競争性;事業者の選定にあたっては高度な競争性の確保が重要である。で
きるだけ多くの事業者が競争することによって襲用対効果が最も優れたサー
ビス供給主体を獲得することができる。競争参入のハードルを低くし、でき
るだけ広く多くの事業者が競争することで行政の公平性も確保できる。
(2) コスト削減:費用対効果が最も優れた主体を獲得することは重要で、あるが、
いくら高い効果が得られでも絶対的なコストが高ければ選定は難しい。なん
と言ってもコスト削減が実現できることが重要である。
(3) 厳密仕様:調達するサービスの質的評価は重要だが、質を定量的に評価す
ることは難しい。総合評価落札方式の活用などにより、質も含む多面的評価
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を行うことが必要だが、公正で透明性の高い調達のためには事業者間の客観
的比較評価ができるよう、厳密に業務内容を定めた詳細な仕様書や事業計画
書による評価が必要である。
(4) 評価・統制:選定した受託事業者によって最も優れた費用対効果が生まれ
ることを確実にするためには、仕様・計画通りの業務を行っていることを
チェックするだけでなく、本来期待されていゐ業績をあげているかを評価す
ることが重要で、ある。定量的に把握できる業績目標の設定と達成度評価や、
業務遂行状況のモニタリングによって、事業者によるサーピス供給活動の質
量を担保する必要がある。
これらの"常識"は、日本における国と地方の公共調達の厩史の中で強化され
てきた競争性重視の価値観と、欧米から輸入されたNPMの考え方が結び付い
て形成されたパラダイムと考えられる。
平成15年に地方自治法の一部改正によって導入された指定管理者制度は、平
成21年現在、全国で約7万もの施設で利用されている2)が、制度の運用につい
てはさまざまな問題が指摘されている。制度導入から約7年経つ現在までに発
現したさまざまな問題の多くは、日本の自治体経営における公共調達に関する
上記のパラダイム、すなわち、競争性志向、コスト削減志向、厳密仕様志向、
評価・統制志向に根ざすものと考えられる。
1:--2.指定管理者制度と運用上の問題
指定管理者制度は、公共部門のサービスに関する国内外の市場開放、参入障
壁撤廃の要求や郵政民営化など民間化の流れ、 NPOなど地域における公共的
活動の担い手の成長、などを背景として、自治体の公の施設の管理を民間主体
2) 全国の導入状況については、総務省『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する
調査結果j(平成21年10)j 23日)参照。平成21年4月1日現砲、全国の都道府県・政令指定
都市・市区町村で指定管理者制度が導入されている施設の数は70，022施設。
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が代行できるようにしたものである。そして制度そのものは、運用の自由度を
確保するため最小限のJレールを設定しただけの極めてラフな仕組みになってい
る。制度の主な特慣として、
(1) 個人以外の多様な団体、組織を指定可能で、管理者選定において広い選択
肢が持てること
(2) 請負契約ではなく、代行という行政処分とすることで、競争入札も 1者指
名も可能になっていること
(3) 指定期間の長さを自由に決めることができること
などをあげること均十Cきる。
しかし実際にはこの制度の特徴を活用せずに、 3年ないし5年という短い指
定期間を設定し、公募による競争性の高い事業者選定を行うという場合が少な
くない。そのため、特に安定的なサービス体制を維持することが重要な福祉施
設などを中心に、指定管理者制度の運用についてさまざまな問題が指摘されて
きた。たとえば、そのような指摘を体系的に行った全国社会福祉協議会・指定
管理者に関する検討会の報告『社会福祉施設等における指定管理者制度をめぐ
る現状と課題.1 (平成19年)では、「地方自治体は社会福祉施設における指定管
理者制度の適用の可沓について充分な検討を行うべきJなど、 16もの事項につ
いて要求を行っている。
その後、さまざまな機会に指摘されてきた指定管理者制度の運用に係る主な
問題としては、
①価格競争に陥り、官製ワーキングプアが生まれたり、 NPOの経営が圧迫さ
れたりする
②指定管理者が安定的な経営ができず、設備や人材への投資ができない
③サービスの継続性がなく、供給者と利用者との聞の信頼関係や協働が阻害
される
④行政とサービス供給主体、地域づくりの主体との信頼関係や協働が阻害さ
れる
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などをあげることができょう。
運用の自由度を確保するために、最も基本的な枠組みだけが設計された制度
であるにもかかわらず、上記のような問題が発生している理由の大半は、施設
設置者の自治体が指定管理者への委託を請負契約と同列に考え、コスト削減を
期待しながら競争性重視の調達を行っているという、多くの自治体にみられる
運用姿勢によるものである。そのため、総務省は平成22年12月28日、自治行政
局長名で「指定管理者制度の運用についてJと題する通知を地方自治体宛に発
し、「改めて制度の適切な運用に努められるよう」との助言を行っている。間通
知に示された8項目の助言のうち、最初の項目では次のような指摘が行われて
いる。
l 指定管理者制度については、公の施設の設置の目的を効果的に達成す
るため必要があると認めるときに活用できる制度であり、個々の施設に対し、
指定管理者制度を導入するかしないかを含め、幅広く地方公共団体の自主性
に委ねる制度となっていること。
今更ながらの助言であるが、指定管現者制度を利用するのもしないのも、当該
自治体の判断に任されているのだということを再確認したもので、無理矢理使
わねばならない制度ではないことを改めて指摘している。
このほかにこの通知では、「価格競争による入札とは異なる」こと、「指定期
間について法令上の定めはなく、施設の適切かっ安定的な運営ということも考
えて自分で決めればよいJこと、「複数の申請者に事業計画書を提出させること
が望ましいが、同一事業者を再指定している例もあるので適切に選定するべき」
こと、といった助言が行われている。つまりこの通知は、コスト削減重視、短
期間指定、競争的選定、といった運用法は指定管理者制度が本来期待したもの
ではなく、制度の設計思想からは離れたものであること、いわば自治体側が勝
手に創り出した"常識"であることについて注意を促し、本来の自主的で自由な
運用を考えるよう求めたものである。
国がこのような警鐘を鳴らすことになったほど、これまで指定管理者制度は
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自治体側の固定的で硬直的な志向に沿って運用されてきた。そのような傾向に
は次第に変化の兆しが見えるものの、依然として大多数の調達関係者遣が共有
する常識、あるいは規範は健在のように思われる。
2.日本の自治体が継承した NPMの要素
日本の自治体の聞でNPMの考え方や手法がまだまだ盛んに活用されている
といっても、 30年程前に英国から広がったNPMと現在の日本のNPMがどこ
まで共通点を持っているかを判断するのは難しい。しかし、極めて雑ばくに現
在の地方行政における NPMの色彩を取り上げれば、代理人制度の活用と小さ
な政府志向、成果重視の規範、そしてNPMの新自由主義的要素である市場原
理の活用と業績による統制、といったものをあげることができるだろう。
このうち、 NPMの特徴として「市場原理の活用と業績による統制」を取り上
げたことについては多少説明が必要で、ある。 NPMは新制度派経済学とマネジ
リアリズムの2つの理論的流れを合わせ持っと説明され、これら異質な2つの
思想の聞の矛盾がNPMの問題点となったという指摘3)もされている。
この2つの考え方を指定管理者制度の運用に当てはめてみよう。まず、新制
度派経済学のアプローチに沿って調達の生産性向上を考えるのであれば、市場
競争のメカニズムを活用し、できるだけ多くの候補者から指定管理者を比較厳
選して、最も廉価に高水準な結果を出す代理人を選ぶことになる。そして一定
以上の業績成果を出すことを当該事業者と合意し、設置者はこの約束が守られ
ることを担保するために、協定や事業計画に基づく業務プロセスのモニタリン
グ、業績の評価によって指定管理者に対する統制を行う。これが市場原理の活
用と業績による統制というもので、基本的に現在多くの自治体が探用している
3) NPMの2つの流れとその矛盾については、たとえば山本清「世界と日本のNPMJ村松
岐夫編著「公務改革の突破口一政策評価と人事行政J東洋経済新報社2008年や、田尾雅夫
『公共経営論』木鐸社2010年、など。
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アプローチである。
一方、マネジリアリズムのアプローチをとることによって指定管理者による
サービスの高生産性を実現するのであれば、サービス現場で顧客ニーズを最も
よく把握できる指定管理者にできる限りの権限を与え、設置者からの干渉を極
力抑制し、現場で自立的な経営ができるようにすることが肝要になる。しばし
ば「マネジ‘ャーにマネジメントをさせる(lettingmanagers manage) Jというフ
レーズが使われるが、指定管理者に自由度を与えることが好業績の源泉になる
という考え方である。もちろん、指定管理者が施設設置目的と自分に与えられ
た任務目的をしっかり理解していることや、マネジメント活動の基本となる方
針と戦略の骨格について設置者と指定管理者が十分合意していることが前提に
なるが、結果を求めてもやり方については干渉しないというのが重要なルール
になる。指定管理者が高い生産性を実現できるのは経営を任されることによっ
てさまざまな工夫、改善改革、業務プロセスの変更を行えるためで、あって、仮
に詳細厳密に業務活動のやりかたが発注仕様書に定められていた場合には、そ
のような生産性向上の余地がなくなってしまう。
指定管理者の運用においては、市場原理の活用と業績による統制が広く実践
されているのに対し、 NPMのもう一つの特性であるマネジリアリズムのアプ
ローチが重視されている様子はほとんど見られない。むしろ、従来の業務委託
と同じように、業務活動の詳細を定めた発注仕様、たとえば週l回はこれこれ
の作業を行うといった要求が示された書類が用意されていることが少なくな
い。このように、日本の自治体が継承したNPMというのは、 NPMの考え方全
体というよりも、2つの大きな柱のうちのlつだけとみるほうが当たっている。
2つの柱のうちの新制度派経済学的特性だけを活用し、マネジリアリズム的
特性はほとんど顧みないという傾向は、指定管理者制度の運用だけでなく、典
型的な代理人制度である独立行政法人の運用においてもみることができる。独
立行政法人は、「事前に箸の上げ下げまで強く統制してしまうので、自発的な効
率化や質の向上が図れなν、J4)という従前の行政組織・運営を改め、行政の執行
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活動を自立的な経営ができる機関に任せるしくみと説明されている。しかし、
実際には中期目標、中期計画をはじめ、さまざまな手段を使って所管府省によ
る統制が行われている例が多い。結局、日本の公共部門で広く支持きれている
NPMを支えている原理は、競争によるコスト削減を主な関心として代理人を
活用することと、結果を求めてサーピス供給活動を統制すること、と理解すれ
ばはほ間違いないように思われる。
こうしてみると、日本の自治体の公共調達において現在重要な役割を果たし
ているNPM的要素というのは、 (1)成果重視という基本哲学とともに、 (2)市場
原理の活用、 (3)業績による統制、という NPMを支えた学派のうちの経済学者
達の論理、そして(4)サービス実施には代理人を活用するという手法、の4点と
いうことができる。しかし、これらはいずれも今後の地域にガパナンス体制づ
くりにとって大きな問題をもたらすもので、ぜひとも早期に修正を検討するこ
とが必要と思われる。そこで以下ではこれら4点について、それぞれがどのよ
うな問題をもたらすものなのかを考察してみよう。
3.成果重視に関する問題
3-1.短期・具体・直接的成果志向
手段・資源志向の伝統的な行政から目的・成果志向の公共経営へのパラダイ
ム転換は、近年の公共経営における中心的課題であり、行政活動のインフ。ツト
よりもアウトプット、アウトプットだけでなくアウトカムの実現が重要という
考え方を広めたのはNPMの大きな貢献である。しかし同時に、行政活動によ
るアウトカムの達成度やアウトカムへの貢献度評価を重視するために、評価が
困難な成果を軽視するという傾向が広まるという重大な問題を発生させたこと
にも、 NPMは大きな役劃を果たしたと思われる。時には成果が測定できない
4) 首相官邸 HPr独立行政法人制度導入のねらいJhttp://www目kantei.go.jp/jp/cyuoー
syocho/ sintaisei/houjin.html 
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ような施策、特に数値目標の設定が困難であったり、目標達成度が確認できな
いような施策や行政活動は排除すべき、という過激な主張までが珍しくないと
いう状況が作られてきた。
成果重視、成果志向とはいうものの、実は重視している成果は短期的に結果
が出るもの、具体的に確認できるもの、そして当初から当該施策が明確にねら
いとしていた直接的な成果だけで、あって、施策によって生み出されるその他の
結果は無視するという傾向が生まれてきた。これは成果志向そのものの問題と
いうよりも、成果を把握・確認すべきだという考定かも生じた問題だが、結果
的には偏向した成果志向が広く浸透することになってしまった。
この「短期・具体・置接的成果志向Jは、成果が確認できるのが速い先になっ
てしまう施策、論理的にアウトカムの実現に貢献することが理解できても実際
のインパクトを測定することが困難な施策、期待するアウトカムの実現がかな
り不確実な政策、などを排除することに繋がる。結果が出るのに時間がかかる
教育プログラム、アウトカムの定量的測定が困難な文化政策、ハイリスク・ロー
リターンの科学技術開発、などが敬遠されたり軽視されたりする傾向を生むこ
とになる O 次世代の、さらにその次の世代のための事業のように、現在の納税
者の中に結果を見届けることがきる者がいないような仕事は、成果志向のお陰
で隅に追いやられるという問題が起こってしまう。速い将来のことかもしれな
いが、温暖化が進む中で町が水没する心配をしないですむような息の長い公共
事業をするというようなプロジ、エクトは評価不能という理由で却下されてしま
つ。
目先の結果しか評価しない、具体的に把握できる成果しか評価しない、とい
う傾向は、当然公共調達においても大きな影響を持つ。特に代理人から「サー
ビスを買い取る、結呆を買い取る」という考え方で行われる公共調達では、こ
の短期・具体・直接的成果志向によって 1回限りの売買の損得だけが判断材料
になり、長い目で見た効果や波及的な効果が勘棄されなくなってLまいがちで
ある O
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3-2.戦略としての委任
1回限りの買い物に関する損得勘定で事業者を選定すると、当然この損得の
評価は短期的、具体的、直接的な側面を中心に行われやすい。 1つlつの調達
が戦略的な枠組みの中で、何らかの中長期的目的を達成するための一連の作戦
の手段として考えられるということが無くなってしまう。日本の自治体の公共
調達においてしばしば問題になる地元業者の育成、地元業者との関係づくり、
という課題は、まさにこのような戦略が欠如した短期・具体・直接的成果志向
の調達が基本となっているための問題である。
最近、英国の自治体では調達の基本的考え方として、インテリジ、ェント・コ
ミッショニング (IntelligentCommissioning) と呼ばれる戦略的な調達法がよ
く議論され、研究されている O インテリジ、ェント・コミッショニングを単純明
快に定義することは難しいが、それは「地域コミ，ュニティにおいて公的サーピ
スがより大きな成果を生むことができるよう、行政がNPOなど非営利のサー
ピス供給主体に対し、補助金と売買契約の両方の手段を使ってよりよいパート
ナーシップを構築するなどの高度な委任戦略を駆使するJというような委任の
考え方5)である。本稿では英語のコミッショニング(commissioning)を「委任J
と訳しているが、これは日本で「委託」という言葉がもっイメージよりもかな
り広範で、ダイナミックな行政活動を含む。購入するサービスから直接得られる
価値だけでなく、その他の1多様な価値を追求する行政活動という意味合いが含
まれている。もともと英閣で使われているコミッショニングという概念は行政
にとっての政策ツールとしての調達という意味合いを持っているが、さらに明
確にさまざまな政策目的を実現するための戦略的枠組みの中に公共調達を位置
づけるのがインテリジ、ェント・コミッショニングである。
そのため、公共調達においては多様な成果を追求することになり、個々の委
5) Katy Wing" 1n praise of intel1igent commissioning"' Gωrdian Professional， Thursday 
29 October 2009 http://www.guardianpublic.co.uk/grants-contracts-commissioning 
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任においても多様な評価側面を使ったパートナーの選定と調達手段の選択が行
われる。たとえば、英国の自治体監査のための政府機関である Audit
Commissionのヒューズ研究知財部長は、自治体が外部委任をする場合、次の
ような多様で、、しばしば相反する要求に応えるようバランスをとる必要がある
と説明している。6)
①サービスの品質が向上すること
②ユーザニーズが満たされること
③サービスの効率性が向上すること
④パートナーシップが活用ざれること
⑤多様な供給基蝶が開発されること
⑤サービス供給の選択肢が広がること
⑦革新・創造が生まれること
③持続可能性を持つこと
⑨民間非営利セクターの能力が向上すること
⑮中小事業者を支援できること
この多様な要求、つまり調達すべき価値のリストの中には、品質のよいサービ
スが効率的に供給されてユーザニーズが満たされるというような、委任によっ
て達成すべき当面の価値のほかに、草新・創造が生まれるというような新たな
価値の創出や、地域の NPO・中小事業者などのメリットになるというような波
及的な成果も含まれている。
3-3.委任業務の専門性
このように、 NPMの中で成果志向を目指した英国では、少なくとも公共調
6) Michael Hughes (Director of Stlldies and Knowledg巴、 AuditCommission) 
"Commissioning and the voluntary sector"， lecture in 'The Third Sector and Public 
Services" module， July 2010 Institute'of Governance and Public Management， Warwick 
Business School. Th巴Universityof Warwick 
自治体における会共調達改草の課題一指定管理者制度活用のために- 31 
達に関しては当初の短期・具体・直接的成果志向という問題が修正され、多様
な成果を戦略的に追求するという考え方が広がっているように思われる。戦略
的公共調達は多様な目的を多様な手段で達成するもので、調達計画の立案は政
策立案の性格を持つと同時に、民間企業経営のサプライチェーン・マネジメン
ト、組織論での組織間分業論、などの知見が直接関搭に活用できるテーマになっ
ている。そのため公共調達論、公共委任論、という理論と実践的ノウハウが蓄
積されつつあり、専門家が育成されるようになっている。
英国では公共調達論、公共委任論の分野で教育プログラムが作られており、
実務の現場で専門性を発揚する人材の養成が行われている。たとえば、パーミ
ンガム大学には、大学院政府・社会スクールに「公共サーピス委任」修士コー
ス (MSc.Public Service Commissioning)、大学院ピジネススクールに「ビジネ
ス戦略・調達」修士コース (MPhil.Business Strategy and Procurement)が用意
されている。両スクールとも学生の大半は、行政、政治、民間企業の中で関係
する業務を行っている職業人で、公共サービス委任コースはもちろん、ビジネ
ススクールのビジネス戦略・調達コースにも、自治体など公共機関に勤務する
社会人が多数在学し、修士の学位をとって実務の現場に戻っている。
これに対し、日本で調達や委任の専門家育成のための大学院教育コースは見
当たらない。恐らく日本の場合、調達・委任の専門教育に対する教育ニーズも
ほとんどないように思われる。その理由は、調達・委任業務が戦略的であるべ
きとも政策的であるとも考えられていなし、からである。調達・委任(委託)業
務は、どちらかといえば決まり切った仕事とみなされている。決まり切ってい
ると言っても、単純な業務ではないし、別の面での専門性が重要な業務である。
調達・委任に必要な一連の手続きは複雑であり、ケースによって多様な処理が
必要になる。関係法令の知識はもちろん、経験も重要である。経験の浅い職員
の場合、さまざまな誤りを犯す危険がある。ただ、多くの知識が必要だが、政
策的議論が重要な業務であるという認識は、これらの業務を知る多くの実務家
達の聞にはあまりないはずである。委任・調達の質の高さがサービスの質や成
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果に大きく影響するという認識は共有されていない。広い選択肢や手段の組み
合わせから戦略的な調達・委使を考えるのではなしこれまでに確立されてき
た精織なルールめ体系の中で、ルールどおりに毎違いなく手続きを踏むことが
最も重要な業務と見られているのである。これは、オズボーン・ゲーブラーが
『行政革命』の中で指摘している、「使命重視ではなく、規則重視の組織」の典
型であろう。7)
3-4.公共調達改革における成果の多様化の流れ
日本の自治体サーピスの現場で調達・委任業務が戦略的な発想とはかけ離れ
た厳格な規則重視の性格を持つものとなったのは、次節で取り上げるとおり官
民癒着や談合などの不正の防止が最も重要な課題になってきたという歴史的背
景がある。しかし、公正性・競争性確保については別途議論するとしても、価
格競争を過度に重視するこれまでの公共調達は、一般社会の常識的な購入・契
約とはあまりにも異なる違和感のあるプロセスになっている。公正な競争のた
めには競争条件が同じであることが肝要であることから、できるだけ厳密詳細
な要求仕様を用意し、もっぱら価格によって競わせるという、最低価格落札シ
ステムが基本となっているが、一般市民が重要な買い物、たとえばマイホーム
の調達で同様のプロセスをとることはあり得ない。行政が基本とする調達法
は、一般市民にとって満比度の高い、賢い購入法とは到底思え会いはずであるo
また予定価格という名称の上限価格を設定し、これを超える札は無条件に失格
とする予定価格上限拘束性も極めて違和感のある仕組みである。上限拘束性を
もっ予定価格の制度は欧米の主要国にも存在しない。
そこで近年、価格だけでなく、他の調達価値を重視すること、その調達価値
ついても従来よりも多くの面から勘案することの必要性が指摘され、調達にお
いて評価対象となる成果の多様化が少しずつ進められてきた。 2003年に公正取
7) 前掲D. オズボーン、 T.ゲーブラー第4章「使命王監視の行政」
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引委員会の「公共調達と競争政策に関する研究会」が出した報告8)や、同年に国
土交通省の「入札契約の適正化に関する検討委員会Jがまとめた報告別は、いず
れも価格だけでなく、品質等の成果を重視することを促すもので、 2005年4月
にはそのような考え方を反映した公共工事品質確保法(以下、品確法と略)が
施行され、「公共工事の品質は、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がな
されることにより確保されなければならない(第3条)Jという基本理念を持つ
法的枠組みが整備された。
この品確法の理念を具体化した「総合評価落札方式」は、日本の公共調達に
おいて獲得価値の多様化を進めるための有力で本格的な取み組みであると言え
よう O この方式の普及を主導した国土交通省では、現在では発注する公共事業
の大半にこの落札方式が使われている。価格、品質性能のほかに、安全性、環
境への配膚、省資源効果、ライフサイクルコストなどについての多面的評価に
よって評価点を算出し、事業者選定が行われる。またこの方式は地方自治体に
も広がり、公共事業以外の調達にも活用されるようになっ寸きた。
総合評価落札方式という具体的な手段が制度化されたことに合わせ、公共調
達の調達価値・実現成果を広くとらえる取り組みは、事業者の社会的貢献、地
域貢献などを勘案する制度の導入という形でも進んでいる。品確法よりもさら
に広く、地域社会にとってメリットとなる事業者の選択を行うことを調う条例
の制定などが、野田市、国分寺市、山形県、江戸川区、などで試みられている。
これらは、いわゆる政策契約・政策入札に近づいたものだが10)、たとえば山形
県公共調達基本条例では、次のような規定が設けられている。
8) 公正取引委員会、公共調達と競争政策に関する研究会報告『公共調達における競争l生の
徹底を目指してJ提言 6r価格以外の要素も含めた多様な評価基準に基づく契約者選定方
式の必要J平成15年1月
9) 国土交通省、入札契約の適正化に関する検討委員会報告『公共工事に関する入札契約の
適正化J平成15年1月
10) 武藤博巳『入札改草ー談合社会を変える』岩波新書2003年
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第3条 5 公共調述により調達するもののうち建設工事等は、経済活動等
の基盤となる社会資本を整備する社会経済上重要なサーピスであり、これを
担う健全な建設業者等の育成は、県民経済の発展に重要であることを踏まえ、
建設工事等に係る入札契約制度は、建設業者等の技術のほか、その法令の遵
守状況、環境保全に関する対策、建設工事等に従事する者の安全衛生及び福
利厚生に対する取組並びに地域における社会貢献活動についても、適切に評
価し、当該評価を入札及び契約の過程において適切に反映するように配慮し
たものでなければならない。(平成20年7月18日、改E平成22年3月19日)
日本で始まった調達価値の多様化の取り組みは、 NPMの短期・具体・直接的
成果志向を修正するもので、事業者の社会的貢献の状況を勧案するというよう
な、長い目で見た成果、目先の具体的・直接的な価値以外の価値を公共調達を通
じて獲得しようというものと理解できる。これは極めて重要な修正である。し
かし、現段階ではまださまざまな成果を持続的、戦略的に実現していくための
手段として公共調達を位置づけるという考えは希薄で、たとえば特定の分野で
NPOその他の地域主体が主導的な役割を果たせるよう育成したり、地域主体
聞の連携を強化したりするための調達戦略、というような議論は聞こえてこな
It ~o 
日本の自治体でも取り組みが始まった調達における漉得価値の多様化には、
当然、この社会関係資本の番積強化という成果が含まれてよいはずで、ある。近
年、社会関係資本は、自治体経営にとって最も重要な資源であるという認識が
深められている。それは地域のガパナピリテイ、つまり自治能力の源泉であり、
最近では地域力、ご近所の底力、など、さまざまな言葉で表現されている。地
域自身の問題解決能力を高める信頼関係と緋の強化は、常に公共調達の重要な
成果の1つに含まれるべきである。
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4.競争によるコスト削減に関する問題
4-1.競争性重視の思想
NPMの問題として取り上げる 2つ目の点は、市場競争原理の活用である。
初期のNPMにおける強制競争入札のような過激なしくみでなくとも、日本で
は調達において競争性を確保することが極めて重要とされている。上述のとお
り、自治体の聞で多様な成果を追求する公共調達の考え方がようやく始まった
一方で、入札の競争性を重んじる姿勢、競争性の高さがコスト削減に繋がると
いう考え方は大変強固であるように思われる6
競争性の高い入札を尊ぶ現在の公共契約制度が確立されたのは、公共調達に
関する不都合や納税者にとっての不利益を克服するための歴史的経緯があった
ためで、それらの問題への対応が今日でも重要であることは変わりない。 1889
年に会計法によって入札が制度化された当時の問題は官民癒着であって、幕藩
体制では当然とされた武士と商人の互恵関係の伝統を廃して調達の公平性を確
保すること、特に官営ビジネスの拡大時期に腐敗を防止するために入札制度が
重要な役割を与えられた。 1960年代頃から行政サ寸ピスの民間委託によるコス
ト削減効果が盛んに言われるようになると、競争性の高い入札イコールコスト
削減という考え方が定着した。さらに1980年前後には談合やカルテJレが内部告
発などで発覚する事例が各地で発生し、より徹底した競争性確保の取り組みが
行われるようになった。そして1990年代半ばには政府調達に関するグローパル
な協定が成立し、海外からの競争参入のための仕組みが確立されている。11)
このように、最近までの入札改革・公共調達改革は一貫して厳正に公正性と
競争性を確保するための取り組みであった。そして同じテーマについて、入札
契約適正化法 (2000年1月)や官製談合防止法 (2003年1月)などによる法的
枠組みの強化、各府省における契約監視会など契約監視組織の整備 (2007年12
11) 入札制度の歴史については前掲武藤2003年
36 ガパナンス研究 NO.7 (2011年)
月)や地方での包括外部監査 (1997年)制度導入などによる新たな監視体制の
導入が行われた。同時に、各自治体では一般般競争入札の適用金額引き下げや
電子入札システムの活用などによる競争性向上の取り組みも行われてきた。
現在では、行政職員の聞に「随意契約は悪」という価値観が広く共有されて
いるように見受けられる。かつては臨意契約を行っていた契約案件を一般競争
入札に変更した結果、 l者のみ応札というケースが続出するという状況も表れ
ている。特殊な専門技術を要するなど、さまざま理由で業務実施が可能な事業
者がl者しかないことがわかっている場合でも、→般競争入札を行うことが正
ししまた各められない安全なプロセスであると考えられているため、 l者応
札が増えてしまう。さらに、 l者応札という、結果的に競争がなかった調達も
悪であるという批判があるため、なiとか複数による札入れが行われるよう努
力をすることになる。そこで参入障壁を少しでも低くし、できるだけ多くが応
札できるようにするため、入札に参加する資格、条件をできるだけ縮小、綾和
することになる。その結呆、当該業務に関する過去の経験や実績をなるべく間
わないようにする、というようなことまで行われてしまう。
入札業務の現場で起こっているこのような状況を見ると、行政が真剣に税の
賢い使い方を志向しているとは到底思えない。随意契約絶対悪の意識、 l者応
札回避のための成果のない努力、実績評価を避けて業務経験が少なくても競争
参加させる傾向、など、もし自分自身の資金による購入であれば、決してとら
ない調達方法である。税投入に値する価値、いわゆる VFM. (Value for Money) 
の最大化という公共経営の目的に反する調達と言わざるをえない。これらは
皆、競争性重視という思想から生じている問題である。
4-2.信頼重視の協調的調達を活用する民間企業
一般競争入札を最良の調達方法と考え、競争性を高めるために短期的な契約
を繰り返し行うことをよしとする公共部門とは違い、日本の多くの民間企業で
は従来から協調的調達を活用してきた。協調的調達は企業聞の信頼関係に基づ
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いて安定的な取引関係維持するものだが、それは決して馴れ合いの関係ではな
い。絶え間ない生産性向上ど双方のウインウインを追求することを前提とした
緊張感のある長期的な信頼関係に基づく調違法である。このような取引関係、
系列における調達についての研究は多く、特に日本の自動車産業についてはこ
れまでさまざまな分析が行われている。12)
民間企業が協調的調達を活用するのは、競争入札による調達よりも低コスト
で高品質な財・サーピスを確保できること、そして目先の調達価値以上の価値
を獲得できることが多いからである。民間企業経営における協調的取引の優位
性を説明した文献も少なくない。たとえば、武石によると、「トヨタ自動車はバ
ブル崩壊後の構造調整期を経て今に歪るまで系列システムを維持している。主
要な部品の調達先のデータをみると、同社は過去20年間ほほ一貫して調達量の
6割強を系列の部品メーカーから調達しており、これが同社の国際的な競争力
に貢献している。j13)という。また、加護野は、「日本のビジネス・システムでは、
価格による競争が中心になら宇いような工夫が行われている。入札などと言う
価格中心の方法はとられていないのである。J14)と述べている。
もちろん、多くの園内企業が海外調達を増やす一方、これまでの系列企業聞
での協調的調達を見直さざるを得ない枕況になっていることも周知の事実だ
が、民間企業が調達において価格以外の成果、ぞれも矩期・具体・直接的成果
志向ではなく、中長期的に得られる価値を評価基準に含めていることは、ぜひ
公共経営においても研究すべきである。
民間企業における協調的調達は、前節で論じた調達による成果の多様化と密
12) たとえば、真鍋誠司「企業間協調における信頼とパワーの効果一日本自動車産業の事例
-H組織科学~ 2002年、若林直樹「日本企業聞のアウトソーシングにおいて組織間信頼の
果たす役割」科学研究費補助金奨励研究 (A)研究成果報告書2001年など
13) 武石彩「企業問分業の戦略的マネジメントJrこれからの経営学J日本経済新聞社2010
年
14) 加藤野忠男「変草期のビジネス・システム」向上、日本経済新聞社2010年
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接な関係を持つ。協調的調達では、この相手企業との取引によって、新たな技
術が創出される可能性があるか、革新的な情報が得られる可能性があるか、信
頼関係を深めることによって、その紳を資源として利用することができるか、
など、さまざまな価値について評価が行われている。紳に埋め込まれた資源15)
はまさに社会関係資本であり¥協調的調達は取引によって直接獲得できる財や
サーピスの価値だけでなく、社会関係資本の蓄積と活用に役立つことを重視し
ているのが特徴である。
4-3.調達における競争性概念の再検討
行政を民間企業のように経営する、というのがNPMの繭い文句になってい
るが、少なくとも日本の自治体の調達・委任に関しては、民間企業の経営ノウ
ハウをほとんど参照していないように思われる。特に地域社会における社会関
係資本の蓄積など、多様な成果を追求すべき自治体では、民間企業が活用して
いる協調的調達の利点を生かすことを今後しっかりと考える必要がある。民間
企業は株主をはじめ多くのステータホールダーが損をするような調達活動を行
わないはずで、自治体も、納税者にとって損となるような調違法は改め、 VFM、
つまり税投入に値する価値を真剣に追求することができるよう、形式的に競争
性を確保するような不合理な調達を改めるべきである。競争入札一辺倒の公共
調達に多少とも信頼と紳に基づく協調的調達の利点を取り入れる方法を真剣に
研究する必要がある。
しかし、自治体か協調的調達を志向することに対しては厳しい批判が向けら
れるに違いない。調達先との紳の重視は、会計法が根絶を目指した官民癒着そ
のものだという批判が出ることも当然考えられる。民間企業経営とは異なり、
15) リンは社会関係資本を「人々が何らかの行為を行うためにアクセスし活用する社会的
ネットワークに埋め込まれた資源」と定義している。ナン・リン「ソーシヤル・キャピタ
ル一社会構造と行為の理論』筒井淳也ほか訳、ミネルヴァ書房2008年
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行政が重視すべき公平性や透明性の確保について、説明可能な理論と仕組みが
必要になる。
そこで重要なのは競争性概念に関する議論である。指定管理者制度の運用に
あたり、自治体独自の判断で設定できる指定期間を3-5年という比較的短い
期間に設定し、できるだけ多数の申謂者から選定を行おうとするのは、「短期に
競争率の高い競争を繰り返す」ことによって競争性を確保し、結果的に費用対
効果の高い調達を実現できると考えているためである。しかし協調的調達で
は、費用対効果の高い調達を実現するのは「短期に競争率の高い入札を繰り返
す」ことではなく、厳しい競争環境をっくり出し、維持することであると考え
る。競争は必ずしも競争入札の場で行われる必要があるのではなく、競争が顕
在的であることさえ必要ない。協調的調達は、信頼に基づく安定的な取引では
あるが、競争性がない調達というわけでは全くない。それどころか、むしろ極
めて厳しい競争環境の中で続けられるもので、広く公募したという事実をアリ
パイにするような行政の競争入札に比べれば、実質的には極めて競争性が高い
調達が実現できるものとなり得る。
長期に亘って同じ供給相手から協調的調達を続ける民間企業の購買者逮は、
現実に取引相手の選択可能性があるかどうかは別として、常に他の事業者との
比較において現在の供給先を選んで、いる。同じ供給難者を選ぴ続けることが賢
い選択かどうかを常に評価しつつ、協調的調達を行っている。供給側業者は、
協調的調達の関係を維持するため、選ばれ続けるための持続的な努力を行う o
選ばれ続けるための糞撃な努力、改善改革による持続的な生産性向上努力を行
い、相手の信頼を裏切るようなことがないよう結果を出すことによって、信頼
を獲得し続けている。
したがって、重要なのは個々の調達で競争性の高い入札を増やすことよりも、
競争的環境を創り、維持することである。その点で参考になるのは、バランス
ト・ソーシングと呼ばれる調達の考え方である。これは日本の自動車メーカー
の調達システムを調べた研究者が名付けたもの16)で、民間企業が競争的調達と
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協調的調達をバランスよく使っていることを表現したものである。全ての調達
を協調的に行うのではなく、部分的に明示的に競争性の高い調達を行うことに
より、協調的調達についても常に競争的環境を維持することができる。そして
長期間信頼関係に基づいて安定的に供給している事業者に対しでも、いつでも
関係を解消しうるのだというメッセージを送ることができる。
自治体においても、供結先ができるだけ安定的、阻定的であるほうがよいタ
イプの調達と、むしろ明示的な競争が行われるほうがよいタイプの調達がある。
これは調達によってどの上うな価値を獲得したいのか、前述の調達による多様
な成果の中でどれが重要なのかによる。また安定的、固定的な供給が有利であ
るとしても、信頼性が低下した場合にはいつでも供給先を変えることができる
のだ、という状況を維持することも重要である。このようにして自治体経営の
なかでもバランスト・ソーシングを応用することによって、実質的に競争性の
高い調達を実現することが可能で、はないかと思われる。
5.業績による統制の問題
5-1.目標管理と自立的マネジメント
NPMに深く関わる 3点目の論点は、業績に基づく目標管理型の統制に関す
る問題である。
1990年代半ば頃から全国の自治体に広がった行政評価は、基本的に事務事業
という予算管理のための単位を使った評価であるが、従来の予算査定が主とし
て事務事業の必要性を評価してきたのに対し、必要性だけでなく成果を評価す
るという点で、 NPMの成巣志向を反映したものになっている。また予算単位
を使った評価であることからもわかるように、事務事業評価は支出の妥当性の
評価、支出の見直しに主な関心を持つもので、プログラム評価のように行政活
16) T. M. Laset巴rBalanced Sourcing: Cooρeration and Cornβetition in Suρlier 
RelationshiPs J ossey-Bass Publishers 1998 
自治体における公共調達改革の課題一指定管理者制度活用のために- 41 
動の体系を分析し、業務プロセスの改善を行って活動の生産性を向上させるこ
とにはあまり関心を持たない。
指定管理者に関する評価も、大多数の自治体では事務事業評価をペースとし
た委託事業の評価という色彩が強い。指定管理者が委託金の額に値するような
業績をあげているかどうかを評価することに関心があるため、あらかじめ業績
指標を使った目標を設定し、目標達成度を評価するほか、目標達成を確実にす
るための中途評価、モニタリングなどを行うことが重要と考えられている。
民聞から公の施設の管理というサービスを買取るのであるから、サービスの
量質、そして施設の目的達成度について予め合意し、この合意した協定の内容
が実際に遵守されているかどうかを評価するのは当然である。しかし、目標管
理型の統制は一歩間違うと、先に述べたように現場の自由度を奪い、「マネ
ジャーにマネジメントをさせる」ことによる生産性向上が期待できなくなる。
これは目標管理という経営手法が持つ大きな問題点である。
「目標管理」あるいは「目標による管理」は、ドラッカーが「目標と自己統制
による管理J(Management by Objectives and self開control)と説明したマネジメ
ントの実践法17)で、 fMBOJと略されて多くの組織で応用されてきた。しかし、
本来 fMBOSJと略されるべき lセットの概念から自己統制のSの部分が欠落
していることが象慨しているように、目標管理はドラッカーの教えとは異なる、
他者統制のツールとして使われることが一般的であった。
本来の MBOSは、個々の組織構成員が組織目的を理解し、経営環境と経営資
源の状況を勘案しながら、組織目的達成のために自立的なマネジメントを行う
ことをねらいとしたもので、その自立的マネジメントのためにそれぞれが目標
を設定し、 PDCAサイクjレを廻すという内容である。一般的に目標管理は組織
目標の達成だけでなく、構成員の能力向上や動機付け、公平な人事考課と処遇
などに活用できると説明されているが、具体的なやりかたは多様で、導入の主
17) Peter F. Druck巴rThe Practice 01 Management Harper & .Row 1954 
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なねらいも多様である。近年では自治体でも人事評価のために導入する倒が増
えている。
ドラッカーは自分が提唱した目標管理から自己マネジメントという部分が抜
け落ちているケースが多いことについて、その後の著書で次のように述べてい
る。
「私が初めて目標管理を提唱して以来、この言葉はスローガンにさえなっ
た。今では文献も多い。講座、セミナ一、映画さえある。目標管理を採用し
ている組織は多い。 しかし、冥の自己管理を伴ろ目標管理を実現していると
ころは少ない。自己管理による目標管理は、スローガン、手法、方針に終わっ
てはならない。原則としなければならない。J18)
しかし、ドラッカーが教えるように個々の構成員の自主性を重んじ、構成員
が自立的に目標設定できるようにすると、個人目標と組織目標との整合性に問
題が生じることも多い。そこで組織目標ど整合性のある体系的な目標を個々の
構成員へ与えようとすると、他者統制となって、モチベーション向上どころか
ノルマ管理になってしまう危険がある。もともと個々の構成員にとって、組織
目標は自分もぜひ達成したいと思う目標ではない場合も多々あって、その場合
は組織目標に適合した個人目標を設定したところでモチベーション向上にはつ
ながらない。目標を達成することが目的化して、達成度向上のために目標を低
く設定したり、目標達成以外のことを努力しない、などの弊害も起こりやすい。
業績目標によって現場を統制する仕組みを作ると、統制を受ける側はできる
だけ自分の都合の良い業績指標を使おうとしたり、きまぎまな手練手管を使っ
て目標が達成できたζ とにする、いわゆる目標のゲーミング (gamingthe obω 
jectives) という現象19)が発生しやすい。英国で政府がエージ、エントや自治体
18) P.F.ドラッカー『マネジメントJ上回惇生訳 (141頁)ダイヤモンド社2001年
19) Christpher Hood "Gaming in Targetworld" Public AdminおtratioJlReview， 66 (4) 2006 
pp.515-521 
自治体における公共調達改革の課題 指定管珂:諸制度活用のために- 43 
を業績目標によって管理したために、さまざまなゲーミング現象が起こったこ
とはよく知られている。警察が検挙率を上げるために、困難な重大犯罪よりも
簡単に検挙できる犯罪の摘発ばかりに力を入れる、といった現象であるom
目標管理を行う場合に限らず、マネジメントの自立性は生産性向上のために
極めて重要である O 自立的マネジメント、あるいは自己マネジメントとは、マ
ネジメ Iント・サイクルのPDCA機能を全体的、総合的に自己統制できることを
意味する。もちろん、達成すべき成果、基本的な戦略、最も重要な手段につい
ては、当該業務の委託者や権限委譲者と合意できていることが前提になるが、
そのような基本的な枠組みに基づいて行われる PDCA活動は、全面的に任さ
れるというのが自立的マネジメントである。そして自立的マネジメント活動の
結果である成果については、説明責任を果たすことが必要になる。
逆に、 PとCAを指揮者が行い、 Dを遂行者が行うのが自立的でないマネジ
メントの場合である。全く自立性が与えられない場合には、 Dの遂行過程にお
いでさえ、モニタリングと干渉による統制があるだろう。遂行者は事前に用意
された計画、仕様、マニュアル、によって定義されたとおりに、また委任者や
監督者に言われた通りに遂行する。この状況では、遂行現場での改善改革は不
可能で、現場発の生産性向上はほとんど望めなくなる。指定管理者制度の運用
現場では、従来認められていなかった包括的な業務委託を可能にしたのがこの
制度であるかのように考え、細かい作業レベルまで指定管理者の活動を統制し
ているケースもみられるが、この考え方で目標達成度評価を行うのであれば、
これは完全に他者統制の目標管理になる。指定管理者側は自立的マネジメント
ができず、業務改善による費用対効果の向上を図ることが困難になる。このよ
うな統制が行われる一方で、もし同時に直営時代よりも低コストでの施設管理
20) 2010年に発足したキャメロン政権は、それまで地方自治体に対する評価と統制の中心
的手段であった目標管理型の評価制度、包括的地域評価制度 (ComprehensiveArea 
Assessment)を廃止し、中央省庁に関する目標統制手段である公共サービス合意制度
(Public Service Agreement)も見直すとしている。
44 ガパナンス研究 No.7 (2011年)
を要求されるのであれば、指定管理者側では人件費の抑制くらいしか打つ手が
なくなってしまう。結果的にワーキングプアを作り出すことにもなってしま
つ。
5-2.工ンパワメン卜による生産性向上
自治体の委任において、パートナーの持続的生産性向上努力を前提とする協
調的調達を活用するためには、細かい仕様による包括的業務委託の発想をやめ、
エンパワメント、つまり権限委譲と自立的経営体制の確立ができるようにしな
くてはならない。指定管理者による品質マネジメントが可能な環境を整え、常
により高い生産性を期待する設置者側と適度な緊張関係を保ちながら、この期
待に応えるために持続的な改善改草が続けられる仕組みにしておく必要があ
る。この20年ほどの聞に民間企業の聞に定着した品質経営には、一貫した「分
権化」の哲学がある。組織目的を高度に達成するために、「業務を一括して生産
現場へ任せる」という哲学である。
自立的マネジメントのための分権化ァ権限委譲を支持する知見は多様である。
まず、 BPR(ピジネス・プロセス・リエンジニアリング)21)に代表される分権
型経営手法をあげることができよ寺。 BPRは、丁度欧米の公共部門でNPMが
広がり始めた頃、米国のさまざまな企業が、同時多発的に採用した経営改革のア
プロ←チだが、同時多発的であるにもかかわらずかなりの共通点があることに
着目したハマーとチャンピーがその特徴を明らかにし、新たな名称を与えたも
のである。ビジネス・プロセスをゼロから再構築して最適化を図ることが基本
だが、主要な手法としては、分業で断片化された業務を 1人の従業員が一手に
処理できるようにする水平的業務統合と、権限委譲や組織フラット化によって
上下階層間での役割分担を少なくする垂直的業務統合、が推奨されている。ハ
マーとチャンピーによると、今!このような業務統合が効果的なのは、アダム・ス
21) M.ハマ一、].チャンピー『リエンジニアリング車命』日本経済新聞社1993年
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ミス以来生産性向上の基本技術とされて進められてきた分業が、現代では行き
過ぎてしまい、質的に高度化した人材がフルにその力を発揮できない不効率が
あるからだという。日本でも一時期多くの企業組織で活用された:SPRである
が、その後残念ながらリストラの別の言い方、リストラを正当化する論理、な
どという見方が広がり、急速に廃れてしまった。しかし、ゼロから業務プロセ
スを再構築するという考え方や、その際に業務統合や権限委譲を重視するとい
う方針は、今でも極めて有効と思われる。
組織のフラット化は近年多くの企業で実施さ紅、自治体での取り組み例もみ
られている。人員削減のツールとして行われた例も多々あるが、品質経営推進
の一環として実施された例も少なくない。自治体では静岡県庁のフラット化が
その一例だが、県民サービスの現場に近く、県民ニーズと改善改革ニーズを熟
知している下位の組織単位に仕事を任せ、自立的なマネジメントをしやすくす
るという考え方である。その静岡県が平成10年から取り組み始めた改善改革運
動は、最近では改善取り組み件数が年間 l万数千件に速するまでに活発化して
いるが、これはまさに県がねらいとした自立的マネジメントによる現場での生
産性向上が実現できていることを示している。
業務の水平統合と垂直統合によって下位の組織単位、現場に近い組織構成員
連の自立的なマネジメントを可能にするという経営手法は、 BPRやTQM(総
合的品質経営)が話題になるよりかなり前に、 1960年代頃から組織心理学の分
野で論じられている。マグレガー、ハーズパーグ、マズ、ロー、などによる動機
付け理論はよく知られているが、仕事のやり甲斐など、内的報酬による動機付
けに関する議論の中から、実際に組織経営の中で活用できる職務充実 (joben-
richment)の具体的手法など生み出されている。2)そこでは業務の垂直拡大、水
平拡大、専門性拡大、による職務充実の理論が実用化されているが、この垂直
拡大、水平拡大と呼ばれているのはまさにBPRのアプローチである権限委譲
2) 二村敏子編『組織の中の人間行動』有斐閣1982
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と業務統合であり、業務の効率化だけでなく、従業員の動機付け手法としても、
同様のマネジメント手法が早くから提案されていたことがわかる。
これらの他にも自立的マネジメントの価値を支持する議論は戦略論やリー
ダーシップ論、あるいは参加とエンパワメントを重視する地域経営・地域開発
の考え方など、さまざまな分野で、行われている。特にNPMの流れの中で目標
による統制が厳しく行われた英国で、は、現場に裁畳を与える日本的経営の成功
例を引き合いに出しながら、「指揮と統制からの自由j23)こそが成果を生むのだ
という議論が支持を得たりしている。
6. NPMのその後
6-1.欧州における NPM
1980年代に多くの OECD諸国に広がったNPMは、その後さまざまな形で修
正されたり、見直されたが、ブーカートはこれらの国の多くで起こったことを
「公共部門改革に関する問題と解決法の連鎖J24)と表現している。これは、問題
に対する解決策が新たな問題を引き起こすという時系列的な連鎖で、 NPMに
取り組んだ国々が今日までに辿った道が以下のようなシークエンスとして説明
されている。
(1) 当初の問題
政府に欠けていると見られるもの 業績、応答責任、説明責任、透明性、
統制、結果を保証する政策能力 E
(2) (1)に対する解決法
エイジ、エンシー創設、自立性向上、専門性向ム、政策能力向上、業績測定
23) J ohn Seddon. Freedom斤'omCommand & Control: a better wayωmake the work work.. . 
the Toyota system for service organizations Vanguard Press 2003 
24) Geert Bouckaert. "Public Sector Reform in Central and Eastern Europe" Halduskultuur 
vollO. pp目94-104.2009より Figure1. Refined Problemふ)lutionChain regarding public 
sector reform 
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システムの確立と統制
(3) (2)の解決法から発生した問題
独立性の逆機能、エイジ、エンシーの遠心性増大、政策のアウトカムでなく
エイジェンシーのアウトプットを追求する部分最適の重視、かなりの取引コ
スト、単一の政策能力の分裂、業績評価におけるごまかし(ゲーミング)
(4) (3)の問題に対する新たな解決法
官僚制・市場・ネットワークの3メカニズムの新たな調整または調整の車
新、効果的政策能力の担保、監査能力の拡充
(5) (4)の解決法から発生した新たな問題
官僚制メカニズムでの中央集権への逆行、市場メカニズムにおける私的独
占、ネットワークメカニズムにおける政策の形骸化、ネットワーク弱体化、
監査の津波、業績志向に起因する新たなレッドテープ(行政の非効率)、公共
部門における不信増
(6) (5)の問題に対する新たな解決法
信頼の再確立、信頼と業績の再均衡化、業績向上のためのガパナンス
ブーカートが多くの OECD諸国が辿ったと説明した道の最後には、信頼と
いう言葉が現われる。英閣の公共経営の現状をみても、最もよく使われるキー
ワードは「パートナーシップ」であり、また最近では「コープロダクション」
である。いずれも信頼に基づく協働活動であるが、 NPMの修正点を端的に表
すものと見ることができる O
英国における当初のNPMは、代理人制度をフルに活用して政府本体はでき
るだけ小さくすることを志向したが、現在は「官から民へ、民ができることは
民に」という単純な「小さな政府」志向ではなく、委任の実践を通じて官と民
のパートナーシップ、官と民のコープロダクション、そして社会の粋づくりを
志向するという考えが生まれているように，思われる。一般的に、パートナー
シップはサーピス供給側の複数の主体、典型的には自治体と指定管理者の関係
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のようにサービスを購入する行政とサービス供給する事業者の聞の協力関係を
指し、コープロダクシヨンはサービス供給主体と利用者の聞の協力関係を表す
ことが多いようだが、これらの協力関係をいかに上手にマネジメントするか、
パートナーシップ・マネジメントとコープロダクション・マネジメントの優劣
がサービスの成果水準に大きく影響すると考えられている。
6-2.信頼と紳を基礎とするガバナンス論
パートナーシップとコープロダクションを公共経営の重要な要素とする考え
方は、 1990年代に広がったガパナンス論に支えられている。ガパナンスの論者
は、 NPMのように小さな政府と市場原理の活用を主張する自由主義論と、市
場に任せず政府が介入する必要を主張する福祉国家論の論争に対し、そのどち
らもが官民二分論であることを批判する。官と民の聞のどこかに根引きをしよ
うとするのではなく、社会全体としての課題解決能力を高めるというのがガパ
ナンス論25)で、この考え方を実践するのがパートナーシップとコープロダク
ション、そして日本では協働という活動である。
2000年代になると、 NPMの考え方を正面から批判する NPS論が現れる。行
政は「船をi曹がずに舵をとれ」というフレーズは、米国でNPM的思想、を広め
たテキスト『行政革命jの中で使われ、 NPMを象徴する言葉として有名になっ
たο それに対し、NPMを正面から批判するデンハートらが著したテキスト『新
公共サーピス (NPS: New Public Service)] 26)の副題は、「サービスせよ、舵をと
るのではなく」というものである。船は市民のもので行政が勝手に舵をとった
りすべきでない。行政はしっかり船を漕ぐのだ、というのがNPSの理念であ
る。
25) 日高昭夫『地域のメタ・ガパナンスと基礎的自治体の使命』イマジン出版2004年
26) ].V. Denh紅 dt.& RB. Denhardt The New Public Service: Serving， not Steering M.E. 
Sharpe 2003 
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表社会問題解決体制の3つの大局観 (perspectives)
OPA古典的行政 NPM新公共経営 NPS新公共サービス
公共の利害の概念 担町議訟法 i個人の手l酌集合体何時お諸島れ共
公務を員持がつ応相答手責任 (クラ依イ頼ア人ント) (カス顧タ客マー) (シテ市ィ民ズン)
政府の役割 i決に船定政行を策き漕すれをるぐた設:計目 : 仕える -政治 的の市場触J媒E空とし路て働:さくせる市民やコミュ三テイ葬
ため し実 団の衝異-な仲る介利を害す問るの
政策目的仕達組成みのための 既存の行政ム機を管関がプロ 営目利的・を非達ン営成セ利すン組テる織イ仕がブ組政策み 手ニIJー・非ズ営に利連関組携し織公が共合意・営・
グラ 理 やイ
説明責任の履行法 階民治層指主組導的織者にへ選ー応行出答政さ職責れ任員た政はを 市客人の場集利団メ害を全カ実追体ニ現求がズすの望ムる結むー果状個、顧態々 価多業値規面的、範て政、一を市治行尊民規政重の範はす利、法る専益、社の門会職全
もつ
行政職員の裁量 限定されている l起業め家広的く認目め的達られ成るのた裁受量けは、必説要明責だ任がを古IJ伴約うを
官門学一酬額舗1Z慨fi統13政即働備的構造品一想定される組織構造 はッ ウン、人に対制しては統徴制 って ーシッ五 担
が特 いる される
注‘この表は].v.Denhardt & R.B. Denhardt The ;Vew Public Service: Serving， not Steering(2003) P.29 
掲載の "Tablel.Comparing Perspectives: Old Public Administration， New PublicManag.巴ment，New 
Public Servic巴"から主な比較項目を筆者が抜粋・訳出したもの。
デンハートらは、社会問題解決体制には表のような3つの情搬像があるとし
ている。地域ガパナンスの3つのモデルと言い換えてもよいだろう。
この表にあるとおり、 NPSはさまざまな面でNPMとは異なる特性を持った
社会体制で、民主的プロセスと参加型の合意形成、地域社会における価値の共
有、丁寧な利害調整のプロセス、連携と協働による目的達成、そしてそのよう
なガパナンス体制を推進するために積極的に汗をかく行政職員、という姿が描
かれている。社会関係資本の蓄積と活用を重視し、行政と多様な地域主体の聞
の信頼と粋を深めることによって質の高い公共経営を実現しようという提案で
ある。
行政のあり方に閲する古典的モデルである OPAのイメージは「頼りになる
行政」である。助けが必要な地域住民に対し、行政は専門家集団としてこれら
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地域の依頼人達のために効率的な官僚制を通じて問題解決を行う。しかしその
ような高度なサーピスは行政への期待を増加させ、行政依存の依頼人を増やし、
財政を圧迫する。当然行政の業績はどんどん悪化するが、民間の力と市場原理
を使うことでこれを克服するのがNPMの顧客サービスである。 NPSはOPA
に対する NPMの優位を認めるが、 NPMが描く民間企業のマネジャーのよう
な公務員は、本来の公務員の姿ではないと考える O 自ら汗をかき泥をかぶって
奉仕を続けながら地域の価値共有を進める努力をするのがあるべき公務員の姿
勢であると考える。
今後の自治体ガパナンス体制は、一律固定的なものではなく、時間、場所、
政策テーマ、など多くの要因によって多種多様なものになり、特に運用面では
極めて柔軟性が高くなることが予想される。行政のあり方に関する古典的モデ
jレである OPAと、 OPAに革命をもたらす新しいモデルとなった NPM、そし
てこの NPMに批判的な研究者達が支持する NPSの考え方が組み合わさった
多様なガパナンス体制が作られていくものと思われる O
欧米では、 NPMがガパナンスの思想と、「パートナーシップ」と「コープロ
ダクション」という方法によって大幅に修正されたのに対し、日本の公共調達
では競争市場調達と業績による統制が不動の地位を与えられたまま、「協働」と
いう概念が広がった。多くの自治体では協働支援護、といった名称で協働活動
を推進する組織や担当が設置され、行政と地域の NPOとの協働促進事業が展
開されるようになった。しかしその一方で、、当該NPOが指定管理者になった
とたんに、 1業者として一般競争入札に参加し、地域とは何の鮮も信頼関係も
ないような他の業者遥と低コストを競わねばならない羽目に陥るという矛盾が
起こっている。
自治体の現場ほど顕在的ではないものの、この矛盾は国レベルでも発生して
いる。修正されない NPM、特に競争重視に偏った日本的NPMを温存したま
ま、「新しい公共空間j、「新しい公共」というキャッチフレーズ、を使ったキャン
ベーンが行われている。「新しい公共空間J27)は小泉政権時代、「新しい公共」お)
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は鳩山政権でその重要性が唱えられた理念だが、その中核にある概念はいずれ
も地域社会主体聞の紳である。これらのキャンベーンの中では、今後地域づく
りのために社会的企業やNPOが貢献することへの期待が大きいとされている
が、ー且公共調達の話になれば、これらはいずれも競争性の高い入札に参加す
べき事業者と扱われてしまう。
7.まとめ
本稿では、現在自治体の公共調達の現場で広く共有されている志向や考え方、
いわばパラダイムに関して、いくつかの点で、修正の必要があることを論じてき
た。それらは、調壊の成果のとらえかたの問題、競争性の高い調達によるコス
ト削減を志向することの問題、計画・仕様・目標と業績による過度な統制の問題、
である。これらはいずれも、はるか昔に英国から始まったNPMの遺産と言え
るもので、その後欧米諸国でNPMが大きく修正されたにもかかわらず、日本
では修正がおこなわれないまま、強固なパラダイムとして維持されているもの
である。
修正の方向はかなり明らかで、しかも強固なNPM信奉があるにもかかわら
ず、広く受け入れられているものである。それは行政と地域の多様な主体が協
働して地域の課題に取り組む体制、信頼と紳に基づくガパナンス体制の構築と
いう方向である。一方でこの協働の促進を可能にするガパ1ナンス体制の重要さ
を認めながら、他方で公共調達という範曙に入れられたとたんにその行政活動
が極めて事務的な手続きになり、目先の調達価値だけしか考えず、競争による
調達コスト削減を最優先し、詳細な仕様と具体的な達成目標による統制をした
27) 小泉政権下で平成15年に設置された「分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新
に関する研究会Jによる報告、『分権型社会における自治体経営の刷新戦略一新しい公共空
間の形成を目指してーj(平成17年3月)において取り上げられた概念。
28) 第173回国会での鳩山内閣総理大臣施政方針演説(平成21年10月26日)で登場した言葉。
第174回国会での菅内閣総理大臣所信表明演説(平成22年6月1日)でも継承されている。
52 ガパナンス研究 No.7 (201年)
くなってしまう。そのような澗違法が信頼、枠、協働、という概念とかけ離札
たもので、むしろ逆に信頼と紳に基づいた既存の地域力さえ削ぐ結果になると
いう矛盾は明らかなのに、この公共経営と地域づくりにおける大きな問題が放
置されたままなっている。
具体的な問題と修正すべき点は明らかである。
まず、公共調達に限らず、行政活動の成果の捉え方が板めて狭いという問題
を認識し、改める必要がある。行政の活動の大半が投入資源、特に予算で決まっ
てしまうと考えるような資源志向や、政策アヴトカムを暖昧にしたまた政策手
段を考えるような伝統的手段志向は、ぜひ成果志向へ転換する必要がある。し
かし、 NPMが推進した成果志向は すぐに具体的結果がわかる、目に見える、
数値化できる成果だけを追求するという、大変限定的な「短期・具体・直接的
成果志向」である。この偏った成果志向を早急に改善する必要がある。把握し
難い成果でも重要なものは沢山ある。そのような成果の中でも重要なのが地域
の課題解決能力を支える信頼関係と幹である。そしてまた、結果だけでなし
プロセスも重要である。指定管理者が期末までにどれだけの成果をあげたかと
いう結果だけでなく、行政のパートナーとして、協働のプロセスのなかで醸成
される信頼関係も重要な成果である。
次に、調達における競争性信仰を改めるべきである。法令規則によって調達
プロセスが厳格に定められているとはいえ、形式的な競争性を確保することに
力を入れ、本来最も真剣に追求すべき VFM、全体的な調達価値のことを考え
ず、もっぱら批判されない調達手続きをとることに腐心しているという自治体
の問題は、制度というよりも職員の意識に根ざしている。一般競争入札による
表面的な競争性の確保が費用対効果の高さを保証するものではないことは、多
くの民間企業の調達行動を見れば明らかである。また短期間に競争性の高い入
札を繰り返し行うようなやりかたでは、行政と民間パートナーとの信頼関係や
紳が深まるはずがないととも明らかである。一方で一般競争入札信奉を続けな
がら、他方で官民協働推進などと誼うのは、極めて矛盾していることを認識し、
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協調的調達の可能性を追求すべきである。
公共調達に関する NPMの悪影響は、行政バードナーに対する目標管理型の
統制という形でも現れている。推奨者のドラッカー自身が説明しているよう
に、目標管理が効果を持つには自己マネジメントができていることが前提であ
る。しかし、 NPMが重視する業績による統制は、一歩間違えば自己マネジメ
ントではなく、他者による指揮統制の状況に陥る。指定管理者に対して包括的
に施設経営を委任しているように見えても、設置者側の目標管理型統制によっ
て現場での創意工夫、改者改章ができなくなっている。指定管理者との信頼関
係を重視し、パートナーとして十分な権限を与え、評価と統制よりも自立的マ
ネジメントによる施設経営の成果向上目指すべきである。
それまでサッチャーイズムなどと呼ばれていた英国の行政改革のアプローチ
にNPMという名前を付けたクリストファー・フッドは、「自分が一番大事だ、と
考えているのは，マネージヤ←レベルの人達に決定権を与え，それによってそ
の人達に直接結果への責任を持たせることで これが政府のマネジメントにお
ける本来の目的だったはずJ29)と述べて、マネジャーに対する権限委譲の重要
性を指摘している。同時に、日本でNPMの根幹のように思われている競争原
理の導入について、「私個人はそれが (NPMの)主たる特徴だとは考えていな
いJ3ωとコメントしている。そうであれば、今日本の自治体では、 NPMの一番
大事な要素を見過ごし、さほど重要で、ない要素を懸命に追求していることにな
る。自治体はそのような日本的NPMの自縛を早く解く必要がある。
29) (財)農林水産奨励会、農林水産政策情報センター『新しい行財政手法の合理化に関す
る調査研究ー最終報告書-j(平成18年3月)掲載のタリストファー・フッドに対するイン
タビ、ユー 、 P18
30) 同上インタビ、ユ」、 P19
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